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　水平動直交 2成分及び上下動の 3成分の微動を円形アレー上の複数の観測点で同時に観測し，その記録を用
いて Rayleigh波と Love波の位相速度を推定する手法を提案する。既に，空間自己相関法を利用した手法が提
案されているが，その定式化においては Rayleigh 波と Love 波の伝播方向が同一であることが仮定されてい
る。微動のようにその震源の性質がはっきりしない震動において，Rayleigh波と Love波が同一方向に伝播す
るという仮定が必ずしも成立するとは限らないと考えられる。そこで，Rayleigh波と Love波の伝播方向が異
なることを前提とした定式化を示し，その場合にも 3成分の微動アレー観測記録よりこれらの位相速度を推定
可能であることを理論的に示す。
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１．はじめに

容易に観測が可能な微動を用いて，地盤構造を推定
する手法は広く利用されている。特に，微動のアレー
観測記録から求められた表面波の位相速度を用いるこ
とにより，地盤の速度構造を精度良く推定することが
できる。アレー観測記録から表面波の位相速度を求め
る際には，周波数–波数 (F-K)スペクトル法1),2)や空間
自己相関 (SPAC)法3),4),5)がしばしば用いられており，
多くの観測事実から，これらの手法が妥当な結果を与
えるものと考えられている。

しかし，多くの場合，上下動成分のみを観測し，そ
れに基づいて Rayleigh波の位相速度を推定しており，
水平動成分に含まれる Love波の位相速度についてはあ
まり関心が払われてこなかった。これは，多数の 3成
分地震計をアレーに展開して同時観測することが，実
際の作業として非常に手間がかかる，ということと無
関係ではないであろう。しかし，Rayleigh波の位相速
度のみならず，Love波の位相速度を用いることで地盤
の速度構造の推定精度を高め得る，という可能性も無
視できない。

Aki3)は，SPAC法の提案に際して，Rayleigh波ばか
りでなく，Love波の位相速度の推定法についても言及
しているが，Rayleigh波とLove波を別々に定式化して
いるため，微動中の表面波の自然な表現にはなってい
なかった。岡田・松島6)はこの問題を改善するために，
より適切な定式化に基づいて水平動の空間自己相関係
数を誘導し，実際の観測記録に適用して妥当な結果を

得ている7)。また，山本ほか8),9)，盛川・西村10) もそ
れぞれ岡田・松島の定式化6)にしたがって 3成分の微
動アレー観測記録から Rayleigh波と Love波の位相速
度を推定することに成功している。

ところが，岡田・松島の定式化6)では，Rayleigh波と
Love波の伝播方向に関する取り扱いがあまり明確には
示されていない。彼らの本文中の記述からは，これら
2種類の表面波が同じ方向に伝播していることを前提
として定式化しているように読み取れるのである。地
震動のように，表面波の伝播方向がある程度予想でき
るような場合には，このような前提にたって定式化を
行っても特に問題はないものと考えられるが，微動の
ようにその震源があまりはっきりしておらず，さまざ
まな震源から表面波が伝播してきているような震動に
対しては必ずしも十分な定式化とはいえない。

本研究では，この点に注目し，Rayleigh波とLove波
が異なる方向に伝播している場合についての定式化を
陽な形で明確に示し，その場合でも，3成分のアレー
観測記録を用いて表面波の位相速度を正しく推定可能
であることを理論的に示す。

２．問題設定

平面上の任意の位置ベクトル r における微動を
(Xr(t, r), Xϑ(t, r))と表す。ここで，tは時刻を，Xr，
Xϑ はそれぞれある地点 r0 に対する微動の半径成分，
接線成分である。いま，r0 を中心とする半径 r の円
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図-1 表面波の伝播方向と観測点の配置

形アレー上の中心点および円周上で微動を観測してい
るものとし，円周上の観測点の位置を r0 + r1 とす
る。このとき，適当な軸と，r1 がなす角を θ とする
と，r1 = (r cos θ, r sin θ)である。また，Rayleigh波お
よび Love波はそれぞれ ϕR，ϕL の方向に伝播してい
るものとする。以上のパラメータを図-1に示す。
各観測点 r0および r0 + r1における微動の水平動成

分が Rayleigh波と Love波のみから構成されていると
仮定すると，各観測点で観測される微動は，

Xr(t, r) = XR(t, r) cos(ϕR − θ)

− XL(t, r) sin(ϕL − θ) (1)

Xϑ(t, r) = XR(t, r) sin(ϕR − θ)

+ XL(t, r) cos(ϕL − θ) (2)

と表される。ここで，XR，XLはそれぞれRayleigh波
および Love波を表す。
微動が定常確率過程ならば，XS(t, r)は以下のよう

にスペクトル表示される11)。ただし，上付き文字 S は
Rayleigh波または Love波を表しており，適宜，R ま
たは L と読み替えるものとする。

XS(t, r) =
∫∫∫

exp
[
iωt + ikSr

]
dZS(ω, kS) (3)

ここで，ω，k はそれぞれ振動数，波数ベクトル，
dZ(ω, k)は直交増分過程で，

E[dZ∗(ω, k)dZ(ω′, k′)] =




E[|dZ(ω, k)|2]
(if ω = ω′, k = k′)

0

(if ω �= ω′, k �= k′)

(4)

を満たし，表面波の伝播方向にのみ値を有する関数とな
る。ただし，E[ · ]は期待値演算を表す。なお，H(ω, k)
を微分可能な積分スペクトルとすると，

E[|dZ(ω, k)|2] = dH(ω, k) = h(ω, k)dωdk (5)

と表せる。h(ω, k)は微動のパワースペクトル密度関数
である。

３．微動の水平動成分の空間自己相関係数

微動の水平動成分の空間自己相関係数を求める。す
なわち，半径成分，接線成分について

E[X∗
r (t, r0)Xr(t, r0 + r1)]

= cos2(ϕR − θ)E[XR∗(t, r0)XR(t, r0 + r1)]

+ sin2(ϕL − θ)E[XL∗(t, r0)XL(t, r0 + r1)] (6)

E[X∗
ϑ(t, r0)Xϑ(t, r0 + r1)]

= sin2(ϕR − θ)E[XR∗(t, r0)XR(t, r0 + r1)]

+ cos2(ϕL − θ)E[XL∗(t, r0)XL(t, r0 + r1)] (7)

を検討する。ただし，Rayleigh波と Love波は互いに
独立であると仮定し，

E[XR∗(t, r0)XL(t, r0 + r1)] = 0 (8)

E[XL∗(t, r0)XR(t, r0 + r1)] = 0 (9)

を用いた。
次に，式 (6)，(7)の Rayleigh波および Love波の空

間自己相関関数を求める。式 (4)を用いると，

E[XS∗(t, r0)XS(t, r0 + r1)]

= E

[∫∫∫
exp[−iωt − ikSr0]dZS∗(ω, kS)

·
∫∫∫

exp[iωt + ikS(r0 + r1)]dZS(ω, kS)
]

=
∫

· · ·
∫

︸ ︷︷ ︸
6-fold

exp[−iωt− ikSr0 + iω′t + ik′S(r0 + r1)]

· E[dZS∗(ω, kS)dZS(ω′, k′S)]

=
∫∫∫

exp[ikSr]E[|dZS(ω, kS)|2]

=
∫∫∫

exp[ikSr]h(ω, kS)dωdk (10)

となる。ここで，kS = (kS cosϕS , kS sin ϕS) であ
るから，dkS = kSdkSdϕS が得られ，さらに，r =
(r cos θ, r sin θ)なる関係を用いると，式 (10)は以下の
ように書き改められる。

E[XS∗(t, r0)XS(t, r0 + r1)] ≡ SS(t, r0, r0 + r1)

=
∫∫∫

exp[ikSr(cos ϕS cos θ + sinϕS sin θ)]

· h(ω, kS cosϕS , kS sinϕS)kSdωdkSdϕS

=
∫∫∫

exp[ikSr cos(ϕS − θ)]

· h(ω, kS cosϕS , kS sinϕS)kSdωdkSdϕS

(11)
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表面波が主として基本モードのみからなっていると
仮定すると，kS は ωの一価関数として表すことができ
る。すなわち，適当な関数 f(ω)が存在して，kS = f(ω)
の形で書ける。このとき，振動数 ωを固定してその成
分波を考えるならば，波数 kS も固定される。したがっ
て，振動数 ωの成分波に関する表面波の空間自己相関
関数は，

SS(r, ω, θ) =
∫ π

−π

exp[ikSr cos(ϕS − θ)]

· h(ω, kS , ϕS)kSdϕS (12)

となる。
式 (12)の上付き文字 S を Rおよび Lで読み替えて，

式 (6)に代入し，微動の半径成分の振動数 ωなる成分
波に関する空間自己相関係数を求めると以下のように
なる。

Sr(r, ω, θ; ϕR, ϕL)

= cos2(ϕR − θ)
∫ π

−π

exp[ikRr cos(ϕR − θ)]

· hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR

+ sin2(ϕL − θ)
∫ π

−π

exp[ikLr cos(ϕL − θ)]

· hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL (13)

式 (13)において，r = 0とおくと，

Sr(0, ω, θ; ϕR, ϕL)

= cos2(ϕR − θ)
∫ π

−π

hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR

+ sin2(ϕL − θ)
∫ π

−π

hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL (14)

となり，微動のパワーに関する関係式を得る。
次に，円形アレーの円周上の多数の点で観測をして

いるという仮定のもとで，式 (13)について θに関する
方位平均をとる。

S̄r(r, ω)

=
1
2π

∫ π

π

cos2(ϕR − θ)
∫ π

−π

exp[ikRr cos(ϕR − θ)]

· hR(ω, kR, ϕR)kRdϕRdθ

+
1
2π

∫ π

π

sin2(ϕL − θ)
∫ π

−π

exp[ikLr cos(ϕL − θ)]

· hL(ω, kL, ϕL)kLdϕLdθ

=
1
2π

∫ π

−π

hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR

·
∫ π

−π

cos2(ϕR − θ) exp[ikRr cos(ϕR − θ)]dθ

+
1
2π

∫ π

−π

hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL

·
∫ π

−π

sin2(ϕL − θ) exp[ikLr cos(ϕL − θ)]dθ

(15)

付録の式 (32)，(33) を用いて式 (15) の積分を実行す
ると，

S̄r(r, ω) =
J1(zL)

zL

∫ π

−π

hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL

+
{

J0(zR) − J1(zR)
zR

} ∫ π

−π

hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR

(16)

となり，半径成分の空間自己相関関数が求められる。こ
こで，J0( · )，J1( · )はそれぞれ第 1種 0次および 1
次のベッセル関数である。また，

zR ≡ kRr =
ωr

cR(ω)

zL ≡ kLr =
ωr

cL(ω)
(17)

と定義され，cR(ω)，cL(ω) はそれぞれ Rayleigh 波，
Love波の位相速度である。
同様にして接線成分についても空間自己相関関数を

求めることができ，

S̄ϑ(r, ω) =
J1(zR)

zR

∫ π

−π

hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR

+
{

J0(zL) − J1(zL)
zL

}∫ π

−π

hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL

(18)

が得られる。
J0(0) = 1，limz→0 J1(z)/z = 1/2を式 (16)，(18)に

用いると，微動のパワーに関する以下の関係式を得る。

S̄r(0, ω) = S̄ϑ(0, ω) =
1
2

∫ π

−π

hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR

+
1
2

∫ π

−π

hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL (19)

ここで，kが ωの一価関数であることを利用して，

1
2

∫ π

−π

hR(ω, kR, ϕR)kRdϕR ≡ hR
0 (ω; kR) = hR

0 (ω)

1
2

∫ π

−π

hL(ω, kL, ϕL)kLdϕL ≡ hL
0 (ω; kL) = hL

0 (ω)

(20)

とおき，式 (16)，(18)，(19)の空間自己相関関数を書
き直すとそれぞれ以下のようになる。

S̄r(r, ω) =
J1(zL)

zL
hL

0 (ω)

+
{

J0(zR) − J1(zR)
zR

}
hR

0 (ω) (21)

S̄ϑ(r, ω) =
J1(zR)

zR
hR

0 (ω)

+
{

J0(zL) − J1(zL)
zL

}
hL

0 (ω) (22)

S̄r(0, ω) = S̄ϑ(0, ω) =
1
2

{
hR

0 (ω) + hL
0 (ω)

}
(23)
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である。微動のパワーに関する関係式 (23)を用いて式
(21)および (22)を正規化し，さらに，付録の式 (34)を
用いて整理すると，

S̄r(r, ω)
S̄r(0, ω)

= {J0(zR) − J2(zR)}RR

+ {J0(zL) + J2(zL)}(1 − RR) (24)
S̄ϑ(r, ω)
S̄ϑ(0, ω)

= {J0(zR) + J2(zR)}RR

+ {J0(zL) − J2(zL)}(1 − RR) (25)

となる。ここで，RR は Rayleigh波のパワー比で

RR =
hR

0 (ω)
hR

0 (ω) + hL
0 (ω)

(26)

である。

以上により，微動の水平動成分の空間自己相関係数
が求められた。この結果は微動の伝播方向に関する仮
定が異なるにも拘らず，岡田・松島による結果6)と全く
同じである。このことは，式 (15)において，θに関す
る方位平均を求める際に，ϕRと ϕLが互いにどのよう
な関係を有しているか，には関係なく，各項別に積分
を実行することができるからである。すなわち，θ に
関して積分することにより，空間自己相関係数が微動
の伝播方向の影響をうけない，という定式化になって
いるのである。

これまでに，得られているいくつかの実観測記録にも
とづく解析結果を見ると7),8),9),10)，Rayleigh波とLove
波が同じ方向に伝播するという厳しい制約条件のもと
で解析しているにも拘らず，良い結果が得られている。
このことは，微動に含まれる Rayleigh波と Love波が
同じ方向に伝播している，という事実を裏付けている
のではなく，空間自己相関係数が微動の伝播方向に依
存しないという数学的な性質を持つために，定式化の
際の仮定が制約条件として機能していなかったことを
意味している。従って，これらの実観測記録に基づく
解析結果は，本論文の主張を支持するよい例題となっ
ているといえる。

４．相互相関について

前節までの議論により，微動の水平動成分の空間自
己相関係数を求められたので，これを用いることによ
り，Rayleigh波と Love波の位相速度を推定すること
ができる。既に述べた通り，本研究で得られた空間自
己相関係数の表現は岡田・松島による結果6)と全く同
じであるから，3成分の微動観測記録を用いて位相速
度を算出するための具体的手順も同一である。

そこで，本論文では，位相速度の推定法に関する詳
細は参考文献に譲り6),9)，残りの部分では微動の半径
成分と接線成分に関する空間相互相関関数について検
討を加えておく。

次式で表される空間相互相関関数を考える。

E[X∗
r (t, r0)Xϑ(t, r0 + r1)]

= E[X∗
ϑ(t, r0)Xr(t, r0 + r1)]

= sin(ϕR − θ) cos(ϕR − θ)

· E[XR∗(t, r0)XR(t, r0 + r1)]

− sin(ϕL − θ) cos(ϕL − θ)

· E[XL∗(t, r0)XL(t, r0 + r1)] (27)

前節と同様にして，式 (11)を式 (27)に代入し，振動数
ωなる成分波について θに関する方位平均をとると，

S̄rϑ(r, ω) =
1
2π

∫ π

−π

sin(ϕR − θ) cos(ϕR − θ)

·
∫ π

−π

exp[ikRr cos(ϕR − θ)]hR(ω, kR, ϕR)kRdϕRdθ

− 1
2π

∫ π

−π

sin(ϕL − θ) cos(ϕL − θ)

·
∫ π

−π

exp[ikLr cos(ϕL − θ)]hL(ω, kL, ϕL)kLdϕLdθ

(28)

となる。ところが，θに関する積分に注目すると，第一
項，第二項ともに，被積分関数がいずれも奇関数であ
るので，その積分は 0となる。従って，

S̄rϑ(r, ω) = 0 (29)

である。
このことより，もしも，観測された微動記録の空間

相互相関関数を計算した結果，その値が 0にならなけ
れば，それは，その観測記録と本論文で導入した仮定
とが整合していないという事を意味する。すなわち，微
動が Rayleigh波と Love波のみからできていて，それ
らが互いに独立である，という仮定が満足されていな
い場合には S̄rϑ(r, ω) �= 0となるのである。
したがって，3成分の微動アレー観測記録を用いて

Love波の位相速度を推定しようとする場合には，本論
文の手法が観測記録に対して適用可能かどうかを式 (29)
を用いて確認できる。しかし，その一方で，観測記録
から求められた S̄rϑ(r, ω)が厳密に 0となることはほと
んど期待できないため，S̄rϑ(r, ω)の値としてどの程度
の値であれば誤差として認め得るかといった点につい
て，今後，検討する必要があろう。

５．まとめ

Rayleigh波と Love波が異なる方向に伝播している
ような波動場を仮定し，3成分の微動アレー観測によ
ってそれらの位相速度を推定するための理論的背景を
示した。岡田・松島によって提案されている理論では
Rayleigh波の伝播方向は Love波と同じであると仮定
されているが，空間自己相関係数が微動の伝播方向に
は依存しないため，空間自己相関係数の表現は，微動
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の伝播方向の考慮の有無に拘らず全く同じとなること
が明らかとなった。
また，Love波の位相速度を利用可能であるかを判断

するために，微動の水平動成分の半径成分と接線成分
の空間相互相関が 0に近いかどうか，という基準を利
用できる可能性があることを示した。ただし，その定
量的な判断基準については今後の課題である。

謝辞：本研究を遂行するにあたって，岩手大学の山本
英和 博士，(財)地域 地盤 環境研究所の長郁夫 博士に
は常に示唆に富む議論をしていただいた。記して感謝
の意を表する。

付録

本論文で用いた定積分の値と，低次の第一種ベッセ
ル関数に関する関係式をいくつか挙げておく。一般に，

Jν(z) =

(
z
2

)ν

Γ
(
ν + 1

2

)
Γ

(
1
2

) ∫ π

0

e±iz cos ϕ sin2νϕ dϕ

(30)
が成り立つ12)。ここで Jν( · )は第一種 ν次のベッセル
関数である。従って，Γ(1/2) =

√
π，Γ(3/2) =

√
π/2

を使って，以下の関係式を得る。

J0(z) =
1
2π

∫ π

−π

exp [±iz cosϕ] dϕ (31)

J1(z) =
z

2π

∫ π

−π

sin2 ϕ exp [±iz cosϕ] dϕ (32)

さらに，これらの関係式から，

zJ0(z) − J1(z) =
z

2π

∫ π

−π

cos2 ϕ exp [±iz cosϕ] dϕ

(33)
が得られる。また，

J2(z) =
2
z
J1(z) − J0(z) (34)

である12)。

A METHOD TO ESTIMATE PHASE VELOCITIES OF SURFACE WAVES USING
ARRAY OBSERVATION RECORDS OF 3-COMPONENT MICROTREMORS

Hitoshi MORIKAWA

We propose a method to estimate phase velocities of the Rayleigh and Love waves using array observation

records of three-component microtremors. Previous researchers have provided a method on the basis of

the spatial auto-correlation (SPAC) method, assuming that the Rayleigh and Love waves are propagated

in the same direction. However, this assumption seems to be poorly suited to microtremors, because of

the various possible sources and the uncertain nature of microtremors. Thus, we formulate the SPAC

coefficients for microtremors in a case where the Rayleigh and Love waves are propagated in different

directions. From this, it is shown analytically that the phase velocities of surface waves can be calculated

from the SPAC coefficients and that they are independent of the propagation directions of the surface

waves.
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